
   
 
 
 
 

 
 
   
 
   Background 

China’s State Administration of Taxation (SAT) issued the circular 
Guoshuifa [2009] No. 2 - “Implementation Measures of Special Tax 
Adjustments (Provisional)” (Circular 2) in early 2009, stipulating the 
detail requirements for the preparation of transfer pricing 
contemporaneous documentation (TP documentation) for the first time. 
Since then, the administration of TP documentation has always been a 
focus of the SAT. By reviewing the TP documentations collected from 
taxpayers, the SAT intends to establish a foundation for other types of 
anti-avoidance practices. 

As the deadline for the preparation of 2010 TP documentation passed, 
the tax authorities have started the collection and review of 2010 TP 
documentation reports from tax payers. The following sections set out 
our observations on the recent developments regarding tax authorities’ 
collection and review efforts of the TP documentation reports.   

Tax authorities’ recent practices on TP documentation review 

 

 

 

概要 

2011 年 11 月 25 日、中国初の過少資本租税回避防止案件が陜西省で決着した。こ

れまで中国では過少資本規制を通じた租税回避防止が遅れていたが、本件の決着に

より、中国税務局は租税回避防止業務の空白領域を埋め、業務領域を拡大させたと

いえる。 

背景 

2011 年の年初、陜西省国家税務局（以下、「陜西国税」）は、ある日本企業の関連者

取引の状況について全般的分析をする中で、税務上多くの疑問点があることを発見し

た。まず、当該企業は負債資本比率が高く、関連者から多額の借入があった。また、

当該企業は長期にわたり損失を計上しているにも関わらず、増資を続けていた。そし

て、親会社の連帯保証を利用し、国外の銀行から多額の借入を行なっていた。 

陜西国税は、これらの状況から、当該企業が過少資本を利用し租税回避を行なって

いる可能性があるとの初期的判断を下した。陜西国税は、当該企業をさらに調査した

結果、国外関連者との有形資産売買取引、持分譲渡および、一般租税回避などにも

多くの租税回避問題を発見した。当該案件は、国家税務総局の承認を経て、中国初

の過少資本調査案件として、正式に立件された。 

当該案件は、論証、分析および数十回の交渉を経て、2011 年末に決着した。移転価

格調整の追徴税額は約 3,000 万人民元に達し、各種税収優遇策を適用後の実際の

追徴税額は約 1,100 万人民元となった。 
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中国初の過少資本租税回避防止案件

が決着した。これは、中国の税務機関

による租税回避防止業務の新領域とし

て、過少資本が注目されていることを反

映している。関連者から多額の借入の

ある企業は、これまで以上に慎重に融

資スキームを組むべきである。 
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過少資本とは 

過少資本とは、企業が資金調達にあたり、関連者からの債権性投資の比率を高め、

権益性投資の比率を下げることを指す。債権性資本にかかる利息は損金算入するこ

とができるため、企業は過少資本を通じ関連者に利息を支払い、利益を移転させ、課

税所得額を減少させることで、グループ全体の税負担を下げることができる。 

企業が各種の債権性投資を増やし、税負担を減らすことを防止するため、中国では

2008 年 1 月 1 日に施行された「企業所得税法」およびその実施条例（以下、「所得税

法および実施条例」）において、初めて過少資本規制の概念が導入された。この中で、

企業の関連者向け支払利息について、関連者からの債権性投資と権益性投資の比

率が所定の基準を上回った部分は、損金算入できないと規定された。 

ただし、財税[2008]121 号文に例外規定が定められている。すなわち、企業が所得税

法および実施条例に基づいて関連資料を提出し、関連の取引活動が独立企業間原

則に合致することを証明できる場合、或いは国内関連者に利息を支払うとき、企業の

実際の税負担が当該国内関連者より低い場合、課税所得額を計算する際に支払利

息を控除することができる。 

KPMG 中国の所見 

本件において、留意すべきポイントは以下の通りである。 

• 租税回避防止調査の対象取引の種類が多様化 

中国の税務機関は、租税回避防止調査の対象を従前の有形資産売買取引から、融

資・持分譲渡などより複雑な取引類型に拡大しており、今回の中国初の過少資本調

査の案件決着もそれを反映している。 

• 問題の連鎖的波及 

当初、陜西国税は関連者からの融資に注目して本件を調査していた。しかし、調査が

進むにつれ、陜西国税は、当該企業と国外関連者の間には、他にも多くの租税回避

行為があることを発見した。KPMG の経験上、税務機関が一旦正式な調査を立件す

ると、企業に対し全面的かつ詳細な調査を行うことが多い。そして、調査の中で他の

租税回避行為や税務問題が発見された場合、あわせて調整されることが多い。 

• 租税回避防止の重点地域が沿海地域から中西部地域に拡大 

これまで中国国内で、租税回避防止税収が多い地域は、東部沿海地域が中心であっ

た。2010 年に追徴税額が 1 億人民元を超えた地域は 7 つあったが、その全てが東部

沿海地域にあった。一方、中西部地域は、案件ソースが少なく、年間追徴税額が多い

地域でも 1,000 万人民元程度であった。しかし、2011 年から、中西部地域の税務機

関も租税回避防止業務を強化しており、本件はその成果が出始めたことを示している。

今後とも中西部地域での租税回避防止業務の執行強化が見込まれる。 

KPMG 中国のアドバイス 

中国税務機関による租税回避防止の重点調査対象は、関連者との持分譲渡、無形

資産譲渡、融資などに拡大している。無形資産譲渡や持分譲渡など他の複雑な関連

者取引と異なり、関連者からの融資については、債権性投資と権益性投資のセーフ

ハーバー比率が、税法上明確に規定されている。また、企業は年度確定申告の中で、

関連者からの融資について開示する必要がある。このため、中国税務機関は、容易

に税収徴収管理システムの中から過少資本問題のリスクがある企業を抽出し、詳細

調査を行うことができる。よって、関連者からの融資金額が多い企業は、予め取引の

合理性検証を実施し、移転価格リスクを低減することをお勧めする。 

なお、前述のとおり、セーフハーバーを超える部分の支払利息を損金算入する場合、

企業は税務機関の要求に従い同時文書を準備、保存、提出し、関連者からの融資が

独立企業間原則に合致することを証明しなければならない。近年、各地で融資取引に

対する租税回避防止調査が強化されている。例えば、2010 年に上海市国税局は企

業に対し同時文書の自主検査を要求し、特に関連者からの債権性資本の比率がセー

フハーバーを超える場合の具体的検査内容を定めた。また、上海市国税局は、金融
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機関の 2008 年から 2010 年までの関連者からの債権性資本の比率を分析し、セーフ

ハーバーを超える企業に同時文書の提出を要求した。こうした動向を踏まえ、関連者

からの融資にかかる過少資本リスクが大きい企業は（国外関連者或いは税率の低い

関連者から多くの借入がある）、早期に同時文書を準備し、税務機関による検査に備

えることをお勧めする。 

また、租税回避防止調査は中西部地域にも拡大しているが、国内であっても税率に差

がある関連者との取引には注意が必要である。すなわち、中西部地域に設立され税

収優遇策を享受する企業や、そのような企業の関連者として取引がある企業は、関連

者取引価格が独立企業間原則に合致しているか検証することをお勧めする。それが、

税率の低い地域に利益を移転しているのではないかと、税務機関から疑義を呈され

るリスクを低減することにつながる。 

最後に、今回過少資本調査を受けた企業は、調査直前に、あるグループ企業に買収

されていた。所得税法実施条例の規定に基づき、税務機関は、独立企業間原則に合

致しない取引や、合理的な商業目的のない取引に対し、取引の発生年度から10年間

にわたり、納税調整を行うことができる。企業が買収合併等のためにデューディリジェ

ンスを行う際には、この点を踏まえ、移転価格調整による潜在的な税務リスクとコスト

にも注意を払うべきである。 
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